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I.総合研究報告



厚生労働科学研究費補助金（障害保健福祉総合研究事業） 

総合研究報告書

身体障害者福祉法における今後の障害認定のありかたに関する研究

研究代表者 岩谷 力（国立障害者リハビリテーションセンター総長）

研究要旨

身体障害者福祉法における障害認定のあり方に関する研究では、これまでに、 

具体的な認定方法に関する課題と認定のあり方に関する課題があることが明ら 

かになった。認定方法に関する課題は、医学の進歩による診断技術を適用する 

ことにより多くが解決可能と考えられた。

障害の捉え方が医学モデルから社会モデルに発展している今日、医療ニーズ 

の他に、社会の障壁によりどのような障害が生じているのか、どのような福祉 

サービスのニーズがあるのか、軽減を図る公的サービスの対象とすべき活動制 

限、参加制約をどの範囲にすべきか、それらのニーズの判定に役立つような障 

害等級認定が可能であるのかの検討が必要である。

研究分担者氏名・所属機関及び職名

柳澤信夫・東京工科大学教授

伊藤利之•横浜リハビリテーションセンター事業団顧問

江藤文夫・国立障害者リハビリテーションセンター更生訓練所長

寺島 彰•浦和大学総合福祉学部教授

玉川 淳・国立障害者リハビリテーションセンター研究所障害福祉研究部長

A.研究目的
身体障害者の障害認定については、これまで体系的な研究が行われてこなか 

った。このため、平成15年度特別研究において、本研究における研究分担者で 

ある柳澤が主任研究者となって「身体障害者の障害認定基準の最適化に関する 

研究」を実施し、現在の身体障害者福祉法の障害認定基準をめぐる論点の総論 

的な整理を行った。さらに、研究代表者の前任者が主任研究者として「身体障 

害者の障害認定基準の最適化に関する実証的研究」（平成16—18年度）を実施し、 

身体障害福祉法における障害認定の障害別の課題を整理するとともに、医学的 

に妥当かつ横断的に整合性のとれた認定基準のあり方を示した。

障害者自立支援法の成立によりヽ身体障害者福祉法において規定されていた 

障害福祉サービスは、障害者自立支援法に基づき実施されることとなった。こ 
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うした状況の下において、身体障害者福祉法における身体障害認定の意義は何 

か、日常生活能力の回復を支援するための障害認定、日常生活の自立を支援す 

る障害認定、福祉的就労を支援するための障害認定、職業的自立を支援するた 

めの障害認定などのリハビリテーションを想定しながら、これらを支援するた 

めの身体障害認定制度のあり方について研究することが、本研究の目的である。

B. 研究方法
本研究において、以下に掲げる調査研究を実施した。

(1) 障害認定の現状の課題整理

(2) 自立支援に必要となるサービスの種類と量の推定

(3 )障害者福祉政策における身体障害者福祉法の障害認定の意義の検討

(4)脳卒中者の自立支援サービス利用実態調査

(5 )英国の雇用•生活支援手当(Employment and support allowance)制 

度の調査

(6) 身体障害(肢体不自由)の障害程度認定に関する調査

(7) 視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由者、腎機能障害者、心臓機能障 

害者の福祉サービス利用に関するアンケート調査

(8) 手帳所持による経済的便益の推計

以上の調査をまとめて、障害者のリハビリテーション支援のための身体障害 

認定のあり方を考察した。

C. 研究結果
身体障害者福祉法における障害認定には、障害の認定方法と認定のあり方の 

2つの問題点が指摘された。認定方法に関しては、法に規定される基準の判定 

方法が時代遅れとなっていることが、認定のあり方に関しては、身体障害者福 

祉法における障害認定の目的と手帳所持者の手帳利用の目的とが乖離している 

ことが問題である。

後方視的調査にみると、障害等級は機能訓練、生活訓練量にある程度関連す 

るが、自立支援に必要となるサービスの種類と量を前方視的に推定することは 

困難であることが判明した。

身体障害者福祉法による障害認定は、税金減免、地方自治体による医療補助、 

公共料金や旅客運賃の割引などのために限定して利用されている。

英国の雇用•生活支援手当制度において、障害認定基準は変更されていなか 

った。

身体障害(肢体不自由)の障害認定程度に関する調査研究においては、高齢 

者の身体障害者手帳の新規交付(肢体不自由)が増加していた。手帳の取得の 
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目的は、本来の目的ではない医療費の軽減や年金などの手当の申請、交通機関 

の利用が多くなっていた。高齢者の手帳取得を積極的に肯定する15条指定医は 

少なかったが、実際のサービスとしてはやむを得ないと考えられていた。

福祉サービスの利用に関する調査においては、国立障害者リハビリテーショ 

ンセンター更生訓練所の利用者が周知度の高いサービスとして介護給付、訓練 

等給付を上位に挙げているのを除けば、鉄道旅客運賃割引、公共施設割引等が 

上位を占めた。

また、身体障害者手帳所持による経済的便益の推計においては、試算モデル 

（肢体不自由）の1級で年額換算23万512円、3級で11万2098円、4級で5 
万100円の便益を享受し得るものと推計された。

なお、別添において各研究分担者がそれぞれ実施した調査研究の結果概要を 

示した。

D,考察
1. これまでの研究成果

身体障害者福祉法における障害認定のあり方に関する研究では、これまでに、 

具体的な認定方法に関する課題と認定のあり方に関する課題があることが明ら 

かになった。認定方法に関する課題は、医学の進歩による診断技術を適用する 

ことにより多くが解決可能と考えられた。

2. 直面する課題

認定のあり方に関して、身体障害者福祉法における障害認定の目的と手帳所 

持者の手帳利用の目的とが乖離していることが課題として明らかにされた。

障害等級認定を受け、手帳の交付を受けることにより利用できる障害福祉サ 

ービスは、身体障害者福祉法の枠内のサービス以外に所得税減免、鉄道運賃割 

引、医療費補助、手当など多岐にわたり、それらのサービス利用ニーズを判定 

する基準（どのような種類のサービスをどの程度支給）は、日常生活•社会生 

活活動に参加するためのニーズ判定に基づくべきであって、身体的機能障害を 

判定基準とする身体障害者福祉法における障害等級を用いることは必ずしも適 

当でない。さらに、自立支援法における支援ニーズの判定には、障害程度区分 

という別の基準が用いられており、これらの福祉サービス利用には、手帳の所 

持が条件ではあるが、障害等級は不要である。

現行制度において、身体障害者福祉法において規定される機能障害診断機器 

は今日の診療現場ではほとんど用いられなくなった機器であったり、人工臓器 

置換により機能が改善するにもかかわらず等級が重度化するなど,等級判定基準 

が医学の進歩と乖離した点が指摘されている。
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3 •障害等級判定基準の限界

このような時代に60年前に作られた障害認定制度は適応しなくなっている。 

身体障害者福祉法の障害等級は機能障害(impairment)の重症度を基準として、 

障害を医学モデルで捉えた体系である。1990年代から、障害を社会モデルと捉 

える動きが活発になり、WHO、国連などの国際機関では、社会モデル又は権利 

モデルに視点を移した障害の捉え方を提唱している。我が国においても当事者 

が医学モデルからの脱却を強く求めている。

障害の捉え方が変化するとともに、障害当事者のニーズは医学的なニーズか 

ら、社会的ニーズ、社会参加保障、権利保障へと拡大している。したがって、 

現在の障害等級が当事者の利用サービスのニーズ判定に用いることが適当でな 

いとしたら、どのように変えたらよいのか、あるいは手帳制度を廃止するのが 

適当かなど議論が必要である。

4 •障害等級認定の目的

障害等級認定に関する課題を検討するには、当事者の手帳利用の目的、障害 

当事者が手帳を利用してどのような福祉サービスを利用しているかを知ること 

が必要である。現在、障害福祉サービス利用者を限定するために手帳制度が機 

能しているが、障害等級は自立支援法によるサービスの種類と量の判定には用 

いられていない。

障害等級が判定基準として用いられる福祉サービスには、身体障害者福祉法、 

障害者自立支援法の枠外のものが多い。それらの福祉サービスの目的は、身体 

障害者福祉法の目的とは合致しないものも多い。社会モデルで捉えた障害者の 

ニーズの判定に医学モデルで捉えた身体障害者福祉法の等級判定基準を用いる 

ことは適切でない。このような点は、障害等級認定に関する不公平感に関与す 

る可能性が高い。

E. 結論
障害の捉え方が医学モデルから社会モデルに発展している今日、医療ニーズ 

の他に、社会の障壁によりどのような障害が生じているのか、どのような福祉 

サービスのニーズがあるのか、軽減を図る公的サービスの対象とすべき活動制 

限、参加制約をどの範囲にすべきか、それらのニーズの判定に役立つような障 

害等級認定が可能であるのかの検討が必要である。

F. 健康危険情報
特になし
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G. 研究発表
シンポジウム「身体障害認定が抱える課題と今後の認定制度のあり方」（平成 

22年2月27日、学術総合センター）において、研究概要を報告した。

H. 知的財産権の出願•登録状況

I. 特許取得
なし

2. 実用新案登録
なし

3. その他

なし
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（別添1）

身体障害者福祉法における今後の障害認定のありかたに関する調査研究 

一肢体不自由を中心にー

研究分担者 伊藤利之

今後の障害認定のあり方を検討するために、自立支援施設の実態調査、身体障害者手帳の 

新規交付の調査、15条指定医に対するアンケート調査などを行った。

その結果、①自立支援施設で行われているサービス、とくに社会リハビリテーションを中 

心としたサービスを基に障害認定をすることは困難性が高く、社会モデルを基本とした判定 

基準の設定は難しい。②障害認定の判定基準が人工臓器や補装具を外した状態で行うことの 

矛盾が大きくなっている。③高齢者の手帳取得が増加しており、本法の趣旨が歪められる危 

険性がある、などの点が示唆された。

以上から、現行の障害認定基準を速やかに見直し、新たな認定基準を制定する必要がある 

と考えるが、その際に一定の障害認定基準をもって公平性を追求するなら、①ADLを一つの 

基準として、医学モデルと社会モデルの両者を視野に入れる。②人工臓器や補装具は、装着 

を前提としたものにする。③身体障害といえども精神•心理的問題を十分に考慮する。④医 

療費の代替払いなど、ダイレクトな金銭支給制度と結びつけることを禁止する。⑤障害者を 

特定するgate keeperとしての役割をもたせる、などの点について考慮する必要があろう。

研究協力者

樫本 修:宮城県リハビリテーション支援センター（MD） 

高岡 徹:横浜市障害者更生相談所（MD）
蜂須賀研二:産業医科大学リハビリテーション医学教室（MD） 

吉永勝訓:千葉県千葉リハビリテーションセンター（MD） 
小林宏高:横浜市総合リハビリテーションセンター（MD） 
大場純一:横浜市総合リハビリテーションセンター （SW）

A.研究目的

身体障害者福祉法が制定されて約60年が 

経過した。この間に障害原因、障害状況、社 

会情勢などが大きく変化し、「身体障害の認定 

基準が実際生活における障害程度と乖離して 

おり、適切さを欠いている」といった問題が 

生じている。

本研究の目的は、このような状況を踏まえ 

て、肢体不自由者を中心に、本法の趣旨であ 

るリハビリテーションの視点から今後の障害 

認定のあり方について検討することである。

B.研究方法

リハビリテーションの視点から肢体不自由 

者の障害認定のあり方について検討する方法 

として、1年目は、自立支援施設で実際に行 
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われているサービス内容に着目し、障害の重 

症度や年齢などから、自立支援に必要なサー 

ビスの種類と量を推定するための予備調査を行 

った。2年目は、1年目の予備調査の結果を受 

け、対象となる障害の種別や自立支援施設の 

利用時期などによるばらつきを修正するため、 

わが国のリハビリテーションの主対象になってい 

る脳卒中者を例に、急性期からのリハビリテ 

ーションにおいて、どのような対象が、どの 

時期に、どの位の割合で自立支援施設を利用 

しているかを調査した。3年目は、I・2年 

目の実態調査とは別に、総括的観点から、身 

体障害者手帳（肢体不自由）の新規認定にお 

ける年齢や原因疾患、取得の動機などを調査 

し、今後の障害程度認定のあり方について検 

討した。

C.研究結果

1. 自立支援に必要なサービスの種類と量の推 

定

発症から長期間が経過している症例でも、機 

能訓練、生活訓練の効果があることが確認でき 

た。そのなかで、機能訓I練量と麻痺の重症度\ 

歩行能力およびADしの自立度との間には有意 

な相関を認め、障害が重度なほど機能訓練量 

が多いことが明らかになった。なお、就労や家 

庭復帰などの社会的目標と機能訓I練量との関 

連については、入所期間を決定する要因として 

利用者の社会的背景による影響が大きく （独居 

のため住居を探す必要があり、そのために入所 

期間が延長するなど）、有意な相関を認めなか 

った。

2. 脳卒中リハビリテーションにおける自立支 

援施設の役割と障害認定のあり方

急性発症の脳卒中者を対象としたリハビリテ 

ーション過程では、障害者自立支援施設の利 

用はごく限られてお久ADLの自立度も高かっ 

た。また、障害者自立支援施設への転入院•入 

所までの期間は他と比べて長かったが、その理 

由としては、①ADLの自立が施設入所の前提 

になっていること、②身体障害者手帳の診断時 

期と転入所手続きに時間を要することが主な原 

因と考えられた。

3.身体障害（主に肢体障害）の障害程度認定 

に関する調査研究

横浜市の調査では、10年前と比べ65歳以 

上の新規手帳交付（肢体不自由）の割合が増 

加（55%超）し、加齢に伴う脳疾患や骨関節 

疾患の割合が増えていた。15条指定医に対す 

るアンケート調査では（N=539）.過去の診断 

書作成対象年齢は、65歳以上が最多で63%だ 

った。患者側の手帳取得目的は、医療費の軽 

減、年金や種々の手当の申請、交通機関の利 

用が多かった。指定医から手帳を勧める場合 

は、医療費や手当以外に、装具の作製を目的 

とする割合が高くなっていた。ちなみに、高 

齢者の手帳取得を積極的に肯定する指定医は 

少なかったが、実際のサービスとしては約 

45%がやむを得ないと考えていた。また、人 

工臓器の判定は、現状のように全廃状態と捉 

えることは適当でないと考える指定医が 

90%を超えていた。

D,考察

1・2年目に行った実態調査では、自立支援 

施設のあり方を考察するうえで興味深い結果 

は得られたものの、本研究の主目的である肢 

体不自由者の障害程度認定に直接的に関与す 

る要因を特定することはできなかった。とり 
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わけ、社会的目標と機能訓練量との関連にっ 

いて有意の相関が認められなかったことは、 

障害認定のモデルを医学モデルから社会モデ 

ルにシフトした場合、一定の基準で障害認定 

することが困難なことを窺わせるものである。

一方、3年目に行った総括的観点からの調 

査研究では、人工関節置換術などによりADL 
が改善した場合でも、これを関節の全廃とし 

て心身機能・構造の障害を基準に診断するこ 

とには矛盾がある、との回答(15条指定医) 

が大勢を占めた。これは補装具の使用と共通 

する問題であり、その性能や医学的安全性の 

飛躍的な向上と社会環境の受け入れがよくな 

ったことを背景に、現状では人工臓器や補装 

具の使用による不便さが薄れ、むしろ便利さ 

が際立ってきたことによるものと考えられる。 

とりわけ、障害が重度なほどその差は顕著で、 

同じ1級でも、車いすで一般就労している人 

もいれば、寝たきりでADLが全介助の人もい 

るという事態が生じている。これらの事実を 

考慮すると、現状では、人工臓器や補装具を 

使用した状態での能力を反映させる認定方法 

が必要である。

高齢者の障害認定については、その主な目 

的が医療費の軽減や各種手当の申請など、障 

害者の自立や更生援護という本法の本来目的 

から外れた依頼が増加傾向にあり、障害認定 

の悩みの一つになっている。もちろん、経済 

的援護手段の提供が本来の目的と遠く離れた 

ものであるとは一概に断定はできない。しか 

し、半数近くの指定医が、高齢者に対する本 

来目的ではない手帳交付は望ましくないと考 

えているという結果は、指定医の悩みを察す 

ることができるものである。

また、障害者自立支援法では障害程度区分 

が定められたことによって、手帳の等級には 

関係なくサービスを受けることができる。し 

たがって手帳は、障害者であることを認定す 

るためのgate keeperとしての役割を果たせ 

ば十分とも考えられる。15条指定医が手帳の 

診断をする際には、等級を決定する過程にか 

なりの負担がかかっており、手帳の等級とは 

関係なくサービスや経済的支援を提供するこ 

とができれば、指定医の負担は大きく軽減さ 

れるであろう。

なお自由記載の回答では、高次脳機能障害 

などの合併についての配慮や、現行の心身機 

能・身体構造の障害を基本とした診断基準で 

判定しにくい疾患があるといった意見が寄せ 

られた。この点についても今後の大きな課題 

であるが、とくに活動の制限や参加の制約を 

障害認定基準に組み入れる場合、精神。心理 

的評価は重要な鍵を握るものと思われる。

E.結論

自立支援施設の実態調査、手帳の新規交付 

者の調査及び15条指定医を対象としたアン 

ケート調査の結果から、

(1) 社会リハビリテーションを軸としたサ 

ービスを基に障害認定をすることは困難性が 

高く、社会モデルを基本とした判定基準の設 

定は難しい。

(2) 障害認定の判定基準が人工臓器や補装 

具を外した状態で行うことの矛盾が大きくな 

っている。

(3) 高齢者の手帳取得が増加しており、本 

法の趣旨が歪められる危険性がある。 

などの点が示唆された。

以上から、現行の障害認定基準は速やかに 

見直すべきであると考えるが、その際に一定
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の障害認定基準を設けて公平性を追求するな 

らヽ

(1) ADしを一つの基準として、医学モデル 

と社会モデルの両者を視野に入れる。

(2) 人工臓器や補装具は、その装着を前提 

としたものにする。

(3) 身体障害といえども精神。心理的問題 

を十分に考慮する。

(4) 医療費の代替払いなど、ダイレクトな 

金銭の支給制度と結びつけることを禁止する。

(5) 障害者を特定するgate keeperとして 

の役割をもたせる。

などの点について考慮する必要があろう〇
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（別添2）

自立と社会経済活動への参加を実現するための障害認定の在り方についての研究

研究分担者浦和大学寺島彰

自立と社会経済活動への参加という身体障害者福祉法の目的を実現するための障害認定基準の可 

能性を検討するために、平成19年度には、障害認定がすでに存在するかどうかを既存の制度の中に 

もとめ、障害関連制度の目的や障害認定制度について整理した。

平成2 〇年度には、外国の制度における障害認定の調査として、2 0 0 8年:L 0月2 7日から、英 

国で給付が開始された新しい手当である雇用•生活支援手当について分析し、新しい障害認定基準と 

以前の認定基準との違いを明らかにした。

平成21年度は、身体障害者がどのようなサービスを必要としているかを、税の減免、地方自治体 

による医療補助、公共運賃割引などにおける身体障害者手帳の利用状況から把握するために、障害種 

別ごとの障害者を対象とした調査を実施した。

A.研究目的
身体障害者福祉法第1条に規定されているよ 

うに、同法の目的は、「自立と社会経済活動への 

参加」の促進であり、それが困難な場合に「必要 

に応じて保護」することである。そのために、身 

体障害の認定においては、原則として、自立や社 

会経済活動に参加できないと考えられる場合は、 

障害認定していない。例えば、老衰、末期がん等 

の場合は障害認定されない。義足や装具などの補 

装具を給付したり、人工透析の医療負担をするこ 

とで社会参加を可能にすることなどが障害認定 

の典型例となる。

しかし、現状では、身体障害者福祉法によるサ 

ービスは、障害者自立支援法に移行してしまい、 

また、身体障害者福祉法に定める身体障害者でな 

ければ、障害者自立支援法のサービスを受給でき 

ないとされていることから、結局、身体障害者福 

祉法の障害認定は、障害者自立支援法のサービス 

利用者を限定するためのゲートキーパーとして 

の機能を果たしているに過ぎない。

また、身体障害者福祉法にもとづき交付される 

身体障害者手帳は、医療費の無料化や税金の控除、 

運賃割引など、他制度活用のため証明書として活 

用されていることから、やはり、これらのサービ 

スを受けるためのゲートキーパーとしての機能 

を果たしており、むしろ、その機能のほうが重要 

視されているところがある。

障害者自立支援法が成立し、また、障害者総合 

福祉法が制定されようとしている現在、身体障害 

者福祉法の本来の目的である「自立と社会経済活 

動への参加」の目的に合致した障害認定は考えら 

れないかということが研究の問題意識である。

「自立と社会経済活動への参加」に着目すると、 

現在の障害認定には次のような問題点がある。

①リハビリテーションを行って日常生活能力が  

向上すると障害程度等級が下がり、受給できる障 

害者サービスが少なくなるので、リハビリテーシ 

ヨンの意欲を削ぐという問題点がある。特に地方 

自治体が実施する重度障害者医療は、医療費の自 

己負担を軽減する制度であり、障害程度等級が2 
級または3級までしか受給できないため、重度の 

障害者でいたいという気持ちがはたらき、重度障 

害者が増えるということになる。

また、「私は、1種1級です」と誇らしげに自己 

紹介される障害者もおられて、重度障害にもかか 

わらず社会参加していることが努力の証として 
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とらえられる傾向もあり、やはり、重度障害者で 

いたいと考える傾向もある。

② 身体障害が永続することまたは長期的に存 

在することが身体障害認定の要件になっている 

ことから、早期のリハビリテーションが難しいと 

いう点がある。例えば、乳幼児などで障害が永続 

するかがわからないうちは、障害認定できず、そ 

の結果、もっとも効果のある時期にリハビリテー 

ションを実施できないということもある。

③ 障害程度等級と「社会経済活動への参加」と 

の関連がないことも問題である。障害程度等級は、 

主として機能障害の程度を表しているが、それが、

「社会経済活動への参加」という身体障害者福祉 

法の目的とかかわりがない。

例えば、補装具を装着しない場合、能力障害の 

程度が1級であるが、装着した場合、能力障害が 

4級になるというような使用法をすれば、補装具 

の効果により能力障害が3級分軽減されたという 

ような使い方もできる。しかし、身体障害者福祉 

法における障害程度等級は、そのような使い方は 

されていない。

そこで、「社会経済活動への参加」に着目した 

障害認定について可能性を検討したいというこ 

とを本研究の目的とした。例えば、この程度の機 

能障害であれば、リハビリテーションによりこの 

くらいの範囲まで回復できる可能性があり、その 

幅との比較で本人の努力を評価するような障害 

等級はできないのだろうか。

また、認定時期を早く設定しリハビリテーショ 

ンを開始することで、障害の固定をどこまで早く 

認定できるかを障害認定の基準にすることも考 

えられる。

障害の範囲についても、リハビリテーションの 

可能性が少ない場合には、保護の対象として認定 

するような基準ができないであろうか。

あるいは、目的別に、機能回復、自立生活、福 

祉的就労、雇用などを支援する障害認定も考えら 

れるだろう。

このような研究全体の目的を達成するために、 

3年間にわたって基礎的な資料を提供した。

E.研究方法

平成19年度には、自立と社会経済活動への参 

加に着目した障害認定が可能かどうかを、リハビ 

リテーション訓練と評価から調査した。すなわち、 

リハビリテーション訓練により一定の障害者に 

対して、どの程度機能回復が予測できるか、また、 

能力開発が可能かを推定できるかを調査した。し 

かし、現状では、リハビリテーションの予後を予 

測するだけの評価法は開発されておらず、リハビ 

リテーションの成果を活用する障害認定は困難 

であることがわかった。

そこで、このアプローチを断念し、このような 

障害認定がすでに存在するかどうかを既存の制 

度の中にもとめ、障害関連制度の目的や障害認定 

制度について整理した。

平成2 0年度には、外国の制度における障害認 

定の調査として、2 0 0 8年10月27日から、 

英国で給付が開始された新しい手当である雇 

用•生活支援手当(Employment and support 

allowance : ESA)について分析し、新しい障害 

認定基準が、以前の認定基準との違いを明らかに 

した。

平成21年度は、身体障害者がどのようなサー 

ビスを必要としているかを、身体障害者手帳がど 

のような制度を利用するために税の減免、地方自 

治体による医療補助、公共運賃割引などの利用状 

況から把握することを調査した。

C.結果
(1)平成19年度
我が国の既存の認定基準を次のように類型化 

できることがわかった。(表1)
① 年金手当関係

例えば、国民年金、厚生年金、特別児童扶養手 

当(特別障害者手当)は、同じ基準を用いている。

② 労災関係

同様に労働者災害補償保険、自動車損害賠償保 
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障は、同じ基準を用いている。

③ 戦傷関係

恩給法や戦傷病者特別援護法は、同じ基準を用 

いている。

④ 移動関係

交通運賃の割引は、JRの運賃割引と同じ基準 

が使われている。この基準は、身体障害者福祉法 

の基準をベースにしている。

⑤ 身体障害者福祉法関係

身体障害者福祉法の認定基準は、身体障害者福 

祉法以外にも、障害自立支援法、公営住宅、芸金 

の減免など、いろいろな生活関連制度で活用され 

ている。

また、障害者の雇用促進等に関する法律による 

障害認定基準も、実質的には、身体障害者福祉法 

と同じである。

⑥ 学校関係

学校教育法には、他の制度とは異なる認定基準 

が用いられている。

⑦ その他

原子爆弾被爆者対する援護に関する法律、予防 

接種法など、独自の基準を設定しているものもあ 

る。

ただし、自立を目的としている障害者関連制度 

でも、機能障害を認定するのみで、自立を評価す 

るような認定基準は存在しなかった。

(2)平成2 0年度

ESAを分析し、以前の障害認定制度との比較 

を行った結果は、次のとおりである。

1.ESA0障害認定の変更点

① 分類数が減少

身体障害の認定に関しては、14あった分類が、 

11に減っている。階段の昇降がなくなり、歩行に 

含められた。また、座っていることと立っている 

ことが一つにされた。また、手をのばすことがな 

くなった。

② 点数の種類が減少

ESAでは、点数をすべて、15、9、6、〇にされ 

たが、以前の基準では、15、12.10、9、& 7、

6、3、〇の種類があった。

③ 各分類の評価の種類の多様化

単に回数を増やす、距離を伸ばす、時間を長く 

するという形で点数を変えていたものを、なるべ 

く評価の種類を多様化している。

④ 活用する物を変更している

たとえば、以前は、「0.5リットル入りの牛乳力 

ートン」を持ち上げる検査があったが、ESAでは、

「液体で満たされた0.5リットル入りのカート 

ン」としている。

⑤ 追加した評価がある

例えば、以前の基準には、視野の評価がなかっ 

たが、ESAでは、視野の欠損が25%以上50%未 

満が追加された。

⑥ 検査を導入したものがある

以前は、簡易に評価できるように配慮されてい 

たが、視野の欠損が25%以上50%未満となってお 

り、視野検査が必要になっている。

⑦ 評価を厳密にしたところがある。

例えば、以前は、「音量を大きくしないとテレ 

ビ番組が聞き取れない」という評価があったが、 

このような漠然とした評価は消えているものも 

ある。

⑧ 精神•認識•知的障害と合算できるようにした。 

以前は、精神・認識・知的障害は、点数制でな

かったが、ESAは、点数制にして、合算できるよ 

うになった。

2.ESAでも変わらない点

① 能力障害中心の評価であること

臓器レベルでの機能ではなく何かできるとい 

う能力障害中心の評価か変わっていない。

② 補装具を装着しての評価

身体機能の評価において、歩行障害に関しては、

「通常用いている杖または他の機器を用いて歩 

くこと」、聴覚障害に関しては「通常装着してい 

る補聴器または他の機器を用いて聞くこと」、視 

覚障害に関しては、「通常通常用いている眼鏡ま 

たは他の補助機器を用いて」という記述があるよ 

うに、これらの障害では、補装具を装着して評価 

している。このことも変わっていない。



英国政府は、働けるか働けないかで、人々を2 
つのグループに分ける以前の評価システムは、間 

違いであり、手当よりも仕事を選ぼうとする意欲 

を抑制する可能性があることから、最重度の障害 

者を除き、だれもが働くことを求める政策に変更 

したといっており、その目的を達成するために、 

手当制度と労働を結びつけた制度がESAである。 

しかし、今回のESAへの移行に関して、認定基 

準においては、その趣旨にそった変更はないこと 

がわかった。

(3 )平成21年度
国立障害者リハビリテーションセンター利用者を 

対象とした聞き取り調査と障害者団体の会員を対 

象とした郵送によるアンケート調査を実施した。

その結果、次のことがわかった。

① 調査対象者の障害程度等級は、1,2級の重度 

者が多い。

② 障害者程度区分は、1割程度が決定されている 

だけである。

③ 介護給付及び訓練等給付は、在宅者の場合ほ 

とんど利用されていない〇

④ 地域生活支援事業は、施設入所者、在宅者とも、 

感覚障害者の利用が多い。視覚障害者の場合は、 

移動支援、聴覚障害者の場合は、コミュニケーショ 

ン支援が中心である。

⑤ 自立支援医療の利用者は比較的少ない。内部 

障害でも、77. 3%が利用していないと回答してい 

る。

⑥ 重度障害者医療は、在宅者の利用率が高い。 

特に、聴覚障害者は、58. 5%が利用している。

⑦ タクシーの運賃割引について在宅者の利用率 

は高く、聴覚障害、内部障害ともに71.2%が利用 

している。

⑧ 鉄道運賃割引は、在宅の聴覚障害者、内部障 

害者とも、非常に周知度が高く利用度も高い。

⑨ 重度障害者医療

在宅者の利用率が高い。特に、聴覚障害者は、 

58. 5%が利用している。

⑩ タクシーの運賃割引

在宅者の利用率は高く、聴覚障害、内部障害と 

もに71.2%が利用している。

⑪公共施設の割引を利用したことのある人は、在 

宅障害者で、聴覚障害72. 3%、内部障害者83. 

9%でかなり高い水準にある。また、レジャー施設 

等の利用割引を利用した人も、在宅の聴覚障害者 

の55. 4%、内部障害者の61.4%になっており、比較 

的多い。

調査から、調査対象者の生活ニーズを探ってみ 

ると、対象者は、かなり活動的で、移動支援のニー 

ズが高いこと、また、内部障害者については、医療 

に対するニーズが高いこと、障害者自立支援法の 

サービスは、利用率が低い、または、自立支援法 

のサービスであると認識されていない可能性があ 

ることなどが考えられた。(表2 — 6)

D,考察
自立と社会経済活動への参加に着目した障害 

認定基準がつくりたいということが本研究の目的で 

あったが、結果的には、それは、成功しなかった。

研究目的のところでも述べたが、この認定基準に 

は、いくつかのものが想定できる。

①努力を評価する障害認定

まず、最初は、リハビリテーションの効果を測定で 

きる認定基準である。例えば、一定の機能障害を 

前提とした場合、最大限の機能回復から機能回復 

なし、または、機能低下までの幅を想定し、リハビリ 

テーションがどのくらい効果があったのかを測定す 

るための認定基準を作成する。

すると、同じ機能障害であっても、ある人は、2級 

から5級に機能が回復したとすれば、3級の機能回 

復があったことにな久リハビリテーションの効果が 

測定できる。この効果を評価するような制度を構築 

する。例えば、報奨金のような制度も考えられるだ 

ろう。

あるいは、機能回復ではなく、活動力の回復を評 

価することも可能である。同じ機能障害であっても、 

ある人は、日常生活が自立しているが、別の人は 

要介護状態であったとすれば、機能障害と活動力 

による等級の2種類の等級を作成すれば、本人の 

努力を評価できる認定基準になる。やはり、ここで 
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も、努力を評価するような制度を考えることが可能 

である。

同様に、社会参加を評価する制度も考えられる。

② 早期のリハビリテーションを実現する認定

現状では、障害の永続性が障害認定の要件とな 

っているために、必要なリハビリテーション訓練が 

遅れてしまうことがある。それを改善するための障 

害認定基準も考えられる。

例えば、受傷後の時々に回復の可能性を等級で 

表すこともありうるのではないか。乳児の場合、回 

復の可能性が高いとすれば、1級に認定し、緊急 

性を明らかにする。切断など回復の可能性がない 

場合は、6級にするというような制度も可能である。

③ 自立と社会経済活動への参加を評価する認定

機能回復、自立生活、福祉的就労、雇用などを 

目的別の障害認定も考えられるだろう。

例えば、機能回復を目標としている場合、1級は、 

かなり困難度が高く、6級は容易であるというような 

基準である。同様に、自立生活、福祉的就労、雇 

用など、目標ごとに困難度で等級を決めることがで 

きる。

この認定方法は、生活の困難さを表すことができ、 

現在の障害認定に代わる得るものと思われる。ま 

た、他に提案した認定と組み合わせて、手当制度 

を構築することも可能ではないかと考える。

E.結論

自立と社会経済活動への参加という身体障害者 

福祉法の目的を実現するための障害認定基準の 

可能性を検討するために、平成19年度には、障 

害認定がすでに存在するかどうかを既存の制度 

の中にもとめ、障害関連制度の目的や障害認定制 

度について整理した。

平成2 0年度には、外国の制度における障害認 

定の調査として、2 0 0 8年10月27日から、 

英国で給付が開始された新しい手当である雇 

用・生活支援手当について分析し、新しい障害認 

定基準と以前の認定基準との違いを明らかにし

た。

平成21年度は、身体障害者がどのようなサー 

ビスを必要としているかを、税の減免、地方自治 

体による医療補助、公共運賃割引などにおける身 

体障害者手帳の利用状況から把握するために、障 

害種別ごとの障害者を対象とした調査を実施し 

た。
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表1 障害者関係制度の目的等の整理

法律・制度 目的 目標 方法

障害者自立支援法 障害者および障害児 

の福祉の増進

障害者および障害児の日常 

生活および社会生活の自立

障害者福祉サービスの給付その他 

の支援を行う

障害者基本法 障害者自立と社会•経 

済・文化等すべての分 

野への参加促進

障害者のための施策を総合 

的かつ計画的に推進

身体障害者福祉法 身体障害者の福祉の 

増進

身体障害者の自立と社会経 

済活動への参加を促進

身体障害者を援助し、及び必要に 

応じて保護

知的障害者福祉法 知的障害者の福祉 自立と社会経済活動への参 

加を促進

知的障害者を援助するとともに必 

要な保護を行い

精神保健及び精神障 

害者福祉に関する法 

律

「精神障害者の福祉 

の増進」と「国民の精 

神保健の向上」

「社会復帰の促進」、「自 

立」、「社会経済活動への参 

加の促進」、障害「発生の予 

防」、「国民の精神的健康の 

保持及び増進」

「医療」「保護」、「援助」

生活保護法 日本国憲法第二十五 

条の理念の実現

生活の保障と自立の助長 必要な保護を行う

介護保険法 国民の保健医療の向 

上及び福祉の増進を 

図ること

自立生活 必要な保健医療サービス及び福祉 

サービスに係る給付

生活福祉資金 障害者等の「安定した 

生活を営ましめるこ 

と

障害者等の「経済的自立及 

び生活意欲の助長促進並び 

に在宅福祉及び社会参加の 

促進

資金の貸付けと必要な援助指導

国民年金法 健全な国民生活の維 

持及び向上に寄与す 

ること

国民生活の安定がそこなわ 

れることを防止

年金を給付

厚生年金保険法 労働者及びその遺族 

の生活の安定と福祉 

の向上に寄与するこ 

と

労働者の老齢、障害又は死 

亡について保険給付を行」 

う

年金を給付する

特別児童扶養手当 「精神又は身体に障 

害を有する児童」「精 

神又は身体に重度の 

障害を有する児童」

「精神又は身体に著 

しく重度の障害を有 

する者」の「福祉の増 

進を図ること」

「特別児童扶養手当」「障害児福祉 

手当」「特別障害者手当」を支給

児童扶養手当 児童の福祉の増進 障害者を父にもつ児童の家 

庭の生活の安定と自立の促 

進

手当の給付

障害者の雇用の促進 

等に関する法律

障害者の職業の安定 障害者の「職業生活におけ 

る自立促進」

身体障害者又は知的障害者の雇用 

義務等に基づく雇用の促進等のた 

めの措置」、「職業リハビリテーシ 

ヨンの措置」「その他障害者がその 

能力に適合する職業に就くこと」

雇用保険 労働者の生活及び雇 

用の安定を図る労働 

者の生活及び雇用の 

安定を図る」と「労働 

者の職業の安定に資 

する」こと

労働者が失業した場合及び労働者 

について雇用の継続が困難となる 

事由が生じた場合に必要な給付を 

行うほか、労働者が自ら職業に関 

する教育訓練を受けた場合に必要 

な給付を行う

最低賃金法 国民経済の健全な発 

展に寄与すること

「精神又は身体の障害により著し 

く労働能力の低い者」を同法によ 

る最低賃金が適用除外

一般職の職員の給与 

に関する法律

扶養手当を扶養親族のある職員に 

支給

労働基準法
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労働者災害補償法 労働者の福祉の増進 

に寄与すること

社会復帰の促進、労働条件 

の確保

保険給付を行うほか、労働福祉事 

業

国家公務員災害補償 

法

一般職国家公務員の 

「生活の安定と福祉 

の向上に寄与するこ 

と

本人の「社会復帰の促進」 

と本人及びその遺族の「援 

護」

年金や一時金の支給

警察官の職務に協力 

援助した者の災害給 

付に関する法律

国及び都道府県の責 

任として警察官の職 

務に協力援助した者 

が障害を受けるなど 

の災害を追った場合 

に、給付を行う

「傷病給付」、「障害給付」、「介護 

給付」、「遺族給付」、「葬祭給付」 

等

河川法 損害補償 療養補償、休業補償、障害補償、 

遺族補償又は葬祭補償などの金銭 

給付

戦傷病者戦没者遺族 

等援護法

国家補償 軍人軍属等であった者又は 

これらの者の遺族を援護す 

ること

障害年金及び障害一時金の支給」、 

「遺族年金及び遺族給与金の支 

給」、「弔慰金の支給」であり、金 

銭の給付である。

戦傷病者特別援護法 国家補償 特に療養の給付等の援護を 

行なうこと

「療養の給付」、「療養手当の支 

給」、「葬祭費の支給」、「更生医療 

の給付」、「補装具の支給及び修 

理」、「国立の保養所への収容」、「鉄 

道及び連絡船への乗車及び乗船に 

ついての無賃取扱い」

恩給法 権利保障 普通恩給」、「増加恩給」、「傷病賜 

金」、「一時恩給」、「扶助料」「一時 

扶助料」などの金銭給付

所得税法 税額を減額

地方税法 税金の控除や減免

相続税 非課税措置

関税定率法 免税

高齢者、身体障害者等 

の公共交通機関を利 

用した移動の円滑化 

の促進に関する法律

公共の福祉の増進 高齢者、身体障害者等の公 

共交通機関を利用した移動 

の利便性及び安全性の向上 

の促進

「公共交通機関の旅客施設及び車 

両等の構造及び設備を改善するた 

めの措置」、「旅客施設を中心とし 

た一定の地区における道路、駅前 

広場、通路その他の施設の整備を 

推進するための措置」

道路交通法 道路における危険を 

防止し、その他交通の 

安全と円滑を図り、及 

び道路の交通に起因 

する障害の防止に資 

すること

禁止事項除外、盲人の杖盲導犬の 

携帯義務、盲人の歩行時の保護、 

シートベノレト免除、免許証取得制 

限

自動車損害賠償保障 

法

「被害者の保護」と

「自動車運送の健全 

な発達

自動車事故による「損害賠 

償を保障する制度を確立す 

ること」

賠償金の支給

高齢者、身体障害者等 

が円滑に利用できる 

特定建築物の建築の 

促進に関する法律

公共の福祉の増進 建築物の質の向上 身体障害者その他日常生活又は社 

会生活に身体の機能上の制限を受 

ける者が円滑に利用できる建築物 

の建築の促進のための措置を講ず 

ること

都市基盤整備公団法 国民生活の安定向上 

と国民経済の健全な 

発展

居住環境の向上及び都市機 

能の増進を図る」「都市環境 

の改善

「市街地の整備改善」、「賃貸住宅 

の供給•管理」、「根幹的な都市公 

園の整備」等

公営住宅法 国民生活の安定と社 

会福祉の増進に寄与 

することを目的

「健康で文化的な生活を営むに足 

りる住宅を整備」し、「住宅に困窮 

する低額所得者に対して低廉な家 

賃で賃貸し又は転貸する」
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身体障害者の利便の 

増進に資する通信•放 

送身体障害者利用円 

滑化事業の推進に関 

する法律

社会経済の情報化の 

進展に伴い身体障害 

者の電気通信の利用 

の機会を確保するこ 

と

通信・放送役務の利用に関 

する身体障害者の利便の増 

進を図り、もって情報化の 

均衡ある発展に資すること

通信•放送身体障害者利用円滑化 

事業を推進するための措置を講ず 

ること

放送法 放送の「健全な発達を 

図る」

障害者の情報保障

児童福祉法 児童及び知的障害者 

の福祉

「保護」「独立自活に必要な知識技 

能を与える」「独立自活に必要な指 

導又は援助」「治療」「日常生活の 

指導」

学校教育法 欠陥を補うために、必 

要な知識技能を授け 

ること

学校での教育

予防接種法 健康被害の救済 「障害児養育年金」、「障害年金」

「死亡一時金」、「葬祭料」、

公害健康被害の補償 
等に関する法律

健康被害に係る被害 

者等の迅速かつ公正 

な保護及び健康の確 

保

「健康被害に係る損害を補 

填するための補償」と「被 

害者の福祉に必要な事業」

「障害補償費」

独立行政法人医薬品 

医療機器総合機構法

医薬品の副作用によ 
る健康被害の迅速な 

救済を図ること

医療費、医療手当、障害年金、障 

害児養育年金、遺族年金、遺族一 

時金及び葬祭料の給付

原子爆弾被爆者に対 

する援護に関する法 

律

国の責任」を果たす 被爆者の健康の保持及び増 

進並びに福祉の向上を図る

著作権法 文化の発展に寄与す 

ること

著作者等の権利の保護 著作者等の権利の保護の一部制限

公職選挙法 民主政治の健全な発 

達を期すること

公選が選挙人の自由に表明 

せる意思によって公明且つ 

適正に行われることを確保 

すること

代理投票、不在者投票

災害対策基本法 社会の秩序の維持と 

公共の福祉の確保

国土並びに国民の生命、身 

体及び財産を災害から保護

障害者等に対する特別な配慮

災害弔慰金の支給等 

に関する法律

災害により精神又は身体に著しい 

障害を受けた者に対して支給する 

災害障害見舞金

あん摩マッサージ指 

圧師、はり師、きゅう 
師等に関する法律

受験要件を緩和、職業を保護、特 

別な配慮

鳥獣保護及狩猟二関 

スル法律

欠格条項

放射性同位元素等に 

よる放射線障害の防 

止に関する法律

公共の安全を確保 放射線障害を防止 欠格条項

刑法 身体障害等を遺棄した者の罪を重 

くする

酒に酔って公衆に迷 

惑をかける行為の防 
止等に関する法律

公共の福祉に寄与 過度の飲酒が個人的及び社 

会的に及ぼす害悪を防止

精神障害者の除外

石油需給適正化法 石油の需給を適正化 石油の適正な供給を確保 

し、及び石油の使用を節減 

するための措置

身体障害者でその生計を維持する 

ため揮発油を確保することが不可 

欠である者に対し、特別の配慮を 

する
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（別添3）

身体障害者手帳の所持者に対する経済的便益に関する研究

研究分担者

玉川 淳（国立障害者リハビリテーションセンター研究所障害福祉研究部長）

研究要旨

東京近郊のT市に在宅で生活している、肢体不自由（下肢）の1級、3 
級、4級の成人期の障害者をモデルとして、当該身体障害者が身体障害者 

手帳を所持していることによって享受することができる便益について、 

金銭的な評価を推計した。

肢体不自由（下肢）の1級の認定を受けた身体障害者の場合、身体障害 

者手帳を所持していることによって享受できる便益は、年額換算で23万 

512円、3級の認定を受けた者の場合は11万2098円、4級の認定を受け 

た者の場合は5万100円に達するものと推計された。

身体障害者手帳を所持することは、認定された障害等級に応じて、ある 

程度の規模の経済的便益の享受に繋がり得ることが分かった。

A. 研究目的
身体障害者手帳は、障害者自立支援法に基づく給付以外の、各種料金の減免 

や税制の優遇を受けるための証明手段としても広く利用されている。

これらの経済的負担の軽減措置は、身体障害者の自立と社会参加を促進する 

重要な取組みであるが、これまでその経済的影響について実証的な評価は行わ 

れてこなかった。

本研究の研究目的は、試算モデルとして設定された身体障害者手帳の所持者 

享受することができる便益を推計して、金銭的な評価を行うことにより、障害 

者自立支援法等の障害福祉サービス以外の便益に対して抱くことのできる期待 

の大きさを把握することである。

B. 研究方法
今回の推計を実施するに当たって、試算対象のモデルとして設定したのは、 

東京近郊のT市に在宅で生活している、肢体不自由（下肢）の1級、3級、4 
級の成人期の障害者である。
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試算に当たっては、障害者自立支援法に基づく給付については、対象から除 

外した。また、手帳を所持していることが直ちに受給資格に結び付いていない 

ものについては、試算の対象から除外した。

なお、上記のように成人期の障害者をモデル手帳所持者としたので、手帳所 

持者が児童期や高齢期の者であることを前提とする制度についても、試算の対 

象から除外した。

金銭的な給付については当該金額を、また、サービス給付や利用料の減免に 

ついては、金銭的に換算して合算することとした。

C.研究結果
身体障害者手帳所持者に経済的便益をもたらす制度には、大別して(1)医療 

関係、(2)現金給付、(3)交通機関の運賃割引、(4)放送通信関係、(5)各種の 

税金の減免がある。

(1) 医療関係

手帳所持者の一部に医療費助成制度の適用が可能であり、年額換算で1級、3 
級とも37,564円の助成を受けるものと推計した。

(2) 現金給付関係
手帳所持者の一部に地方自治体の独自事業の現金給付の適用が可能であり、 

年額換算で1級に限り69,000円の受給をするものと推計した。

(3) 交通機関の運賃割引

手帳所持者の一部に旅客鉄道運賃割引、有料道路通行料金割引、自動車ガソ 

リン費補助、タクシー使用料の補助の適用が可能でありヽ年額換算で1級60,808 
円、3級25,754円、4級1,320円の経済的利益を享受できるものと推計した。

(4) 放送通信関係
手帳所持者の一部にNHK受信料の減免、青い鳥はがきの配布の対象となる 

者があり、年額換算で、1級で!2,340円、3級、4級で6,480円の経済的利益を 

享受できるものと推計した。

(5) 各種の税金の減免

手帳所持者の一部に、所得税、住民税の控除、自動車税の減免の対象となる 

者があり、年額換算で1級が50,800円、3級と4級が42,300円の減税となるも 

の推計した。

なお、航空運賃割引、駐車禁止除外、駐車許可、公共施設割引、公営住宅へ 

の優先入居、レジャー施設等利用割引等については、日常的な利用頻度があま 

り多くないと考えられるもの、地域個別の取組みである等のため利用頻度がよ 

く分からないもの、金銭的に評価することが極めて困難であるといった理由か 
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ら、今回の推計の対象には含めなかった。

以上の諸制度それぞれの試算額について集計をすると、肢体不自由（下肢） 

の1級の認定を受けた身体障害者の場合、身体障害者手帳を所持していること 

によって享受できる便益は、年額換算で23万512円、3級の認定を受けた者 

の場合は11万2098円、4級の認定を受けた者の場合は5万100円に達するも 

のと推計された（図1）。

図1;障害等級ごとの経済的便益の推計額 

（肢体不自由（下肢）、東京近郊T市在住の場合）

1級

3級

4級

〇 50000 100000 150000 200000 250000
円/年

□医療関係

H現金給付 

□交通機関等 

□放送通信関係 

・税金の減免

これを優遇制度の手段、すなわち、①現金給付か、②サービス現物給付か、 

③料金の減免か、④税金の減免かによって分析すると、図2のようになる。

なお、タクシー利用料の補助は、タクシー券の配布によって行われている。 

これは一種のバウチャーであるが、図では、サービス現物給付に含めることと 

した。
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図2 ;優遇手段ごとの経済的便益の推計額 

（肢体不自由（下肢）、東京近郊T市在住の場合）

［級

3級

4級

円/年

□現金給付

Eサービス現物給付

□料金の減免

□税金の減免

また、これを経済的便益に要する費用の一時的な負担者別に整理すると、図3 
のようになる。

図3;費用負担者ごとの経済的便益の推計額 

（肢体不自由（下肢）、東京近郊T市在住の場合）

円/年

□国・地方公共団体

日交通機関

□放送機関等
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D. 考察
身体障害者手帳の所持は、認定された障害等級に応じて、ある程度の規模の 

経済的便益の享受に繋がり得ることが分かった。したがって、身体障害者手帳 

の所持ないし関係機関への提示は、障害者に対する各種の優遇制度の円滑な運 

営に貢献しているものと想定される。

ただし、障害者の日常生活の状況（障害者自立支援法に基づく自立支援給付 

に直接関係するものを除く。）については、地方自治体においても詳細なデー 

タは収集されていないため、 今回の推計では、大胆な仮定を置いて試算を実施 

しており、その精度は十分ではない。

今後は、地方自治体等と連携し、より信頼性の高い、障害者の日常生活の状 

況等に関する基礎的なデータを得た上で、実態に適合したモデルを設定した推 

計を行うことが望ましい。

E. 結論
東京近郊のT市に在宅で生活している、肢体不自由（下肢）の1級、3級、4 

級の成人期の障害者を試算モデルとして、当該身体障害者が身体障害者手帳を 

所持していることによって享受することができる便益を推計して、金銭的な評 

価を行った。

その結果、肢体不自由（下肢）の1級の認定を受けた身体障害者の場合、手 

帳を所持していることによって享受できる便益は、年額換算で23万512円、3 
級の認定を受けた者の場合は!1万2098円、4級の認定を受けた者の場合は5 
万100円となるものと推計された。

このように、身体障害者手帳の所持は、認定された障害等級に応じて、ある 

程度の規模の経済的便益の享受に繋がり得ることが分かった。
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